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税務行政のDX推進のあり方
－総論－

税務行政のDX推進のあり方
－総論－
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国の施策及び予算に対する東京都の提案要求（税務行政におけるデジタル化推進）①

注 東京都政策企画局「令和５年度 国の施策及び予算に対する東京都の提案要求」（令和４年６月）より作成。
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国の施策及び予算に対する東京都の提案要求（税務行政におけるデジタル化推進）②

注 東京都政策企画局「令和５年度 国の施策及び予算に対する東京都の提案要求」（令和４年６月）より作成。
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国の施策及び予算に対する東京都の提案要求（税務行政におけるデジタル化推進）③

注 東京都政策企画局「令和５年度 国の施策及び予算に対する東京都の提案要求」（令和４年６月）より作成。
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国の施策及び予算に対する東京都の提案要求（税務行政におけるデジタル化推進）④

注 東京都政策企画局「令和５年度 国の施策及び予算に対する東京都の提案要求」（令和４年６月）より作成。
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令和３年度（2021年度）地方税における電子化の推進に関する検討会とりまとめ（概要）

注 地方税における電子化の推進に関する検討会「令和３年度（2021年度）地方税における電子化の推進に関する検討会とりまとめ」（令和３年11月）より抜粋。

地方税務手続の電子化については、一定の進展が見られるが、デジタル手続法の趣旨を踏まえ、引き続き、電子化
の推進を図る必要。「申告・申請手続」、「納付手続」、「処分通知等」及び「他機関との情報連携等」について、次の施策
を講ずるべき。

１．申告・申請手続のオンライン化
（１）対象手続の拡大

・納税者等が地方団体に対して行う全ての申告・申請手続について、令和７年末までに、全国統一的にオンライン化することを目指す。
・現在、対象手続は地方税法令に個別に列挙されている。今後はオンライン化について実務的な整備が整ったものから順次、ｅＬＴＡＸを

利用できるよう、速やかに制度改正するとともに、オンライン化の実施方策を具体的に検討していくべき。
・ゴルフ場利用税、軽油引取税、地方たばこ税及び入湯税など申告と納付・納入が一体となっている申告税目や、個人住民税の申告手

続については、特に優先して検討を進めていくべき。
（２）ｅＬＴＡＸ利用率の更なる引上げに向けた取組

・納税者等の利便性の向上のため、ユーザーの意見を踏まえた機能改善に努めるべき。
・電子申告・提出の義務化の対象範囲の拡大について、引き続き検討すべき。

２．納付手続のオンライン化
（１）地方税共通納税システムの対象税目の拡大

・地方団体の判断によって、全ての税目についてｅＬＴＡＸを通じた納付ができるよう、制度上、対応すべき。
（２）ｅＬＴＡＸを通じた納付の利用拡大に向けた取組

・地方団体や経済団体、金融機関等の関係者が連携し、更なる利用拡大に努めるべき。
・個人の納税者が利用しやすい環境整備（ｅＬＴＡＸにおける納付手段を拡大させるための所要の措置等）を行うべき。

３．処分通知等のオンライン化
〇実務者ＷＧにおける検討の実施

・他分野における先行事例や検討状況を踏まえた制度面・実務面双方からの実現方策の検討（処分通知等、通知先、送付方法、到達
の効力、電子的送付に係る希望の取扱い、電子納付等後続手続での通知情報の活用等）を進める。

４．他機関との情報連携等
ｅＬＴＡＸ及び国税情報システムの刷新・改修や、地方団体の基幹税務システムの標準化の取組を踏まえ、国税との連携をはじめ他機関

との連携対象情報の更なる範囲拡大（二輪車の軽自動車税に係る税申告の簡素化、市町村から税務署への死亡者の所有固定資産情
報等の通知のオンライン化等）を検討すべき。
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経済界からの要望

注 一般社団法人日本経済団体連合会「Society5.0の扉を開く－デジタル臨時行政調査会に対する提言－」（2022年４月12日）及び東京商工会議所「東京都の中小
企業対策に関する重点要望」（2022年７月14日）より抜粋。

〇 一般社団法人日本経済団体連合会「Society5.0の扉を開く－デジタル臨時行政調査会に対する提言－」（2022年４月）

・税務手続のデジタル完結

・税務調査のオンライン化

・年末調整・確定申告に関する手続のデジタル完結および簡素化

・給与所得の源泉徴収票等の電子化に必要な本人承諾の見直し

〇 東京商工会議所「東京都の中小企業対策に関する重点要望」（2022年７月）

・行政のデジタル化の推進（行政手続きの効率化・迅速化・ワンストップ化、使いやすい・分かりやすい・見やすい行政手続きのソフト・
サービスの開発並びに情報処理能力の強化、高齢者を取り残さないためスマートフォン操作などの積極的な学習機会の創出、３Ｄ
デジタルデータなどの行政及び事業者の積極的な活用と活用促進のための周知啓発）

・東京都および周辺自治体における電子納税の普及促進
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諸外国における共通番号制度を活用した行政手続

注 デジタル庁「諸外国における共通番号制度を活用した行政手続のワンスオンリーに関する取組等の調査研究（委託調査）」（2022年5月 アクセンチュア株式会社）より抜粋。
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諸外国における共通番号制度を活用した行政手続（オーストラリア）

注 デジタル庁「諸外国における共通番号制度を活用した行政手続のワンスオンリーに関する取組等の調査研究（委託調査）」（2022年5月 アクセンチュア株式会社）より抜粋。
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諸外国における共通番号制度を活用した行政手続（イギリス）

注 デジタル庁「諸外国における共通番号制度を活用した行政手続のワンスオンリーに関する取組等の調査研究（委託調査）」（2022年5月 アクセンチュア株式会社）より抜粋。
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諸外国における共通番号制度を活用した行政手続（デンマーク）

注 デジタル庁「諸外国における共通番号制度を活用した行政手続のワンスオンリーに関する取組等の調査研究（委託調査）」（2022年5月 アクセンチュア株式会社）より抜粋。
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過去の答申（税務行政のDX推進）

【税務行政のデジタル化の推進】（令和３年度答申 P.56）

〇 国と地方が行政のデジタル化を進め、所得情報等を正確かつリアルタイムに把握す
ることにより、生活困窮者への迅速かつきめ細かな支援の実現につなげることが重要
〇 税務手続においては、更なる簡素化・迅速化・統一化の取組が必要
〇 自治体の情報システムや様式・帳票の統一化・標準化等に当たっては、業務プロセ
スの抜本的な見直しを進めるとともに、必要に応じて既存の法令等も見直し、税制の
簡素化や行政におけるデータの効率的な活用等を検討し、納税者はもとより自治体職
員にとっても利便性や効率性の高い仕組みの構築を目指すべき
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税務行政のDX推進のあり方に関する主な論点

論点１

〇 バックオフィス連携
・例えば納税証明書の発行を不要としたり、住所変更手続きを

一度で済ませる（ワンスオンリー）ため、マイナンバーをキーと
して、他の行政機関や金融機関との間でデータ連携を行う
（バックオフィス連携）ことの妥当性や課題について

論点２
〇 個人事業税の課税方式の見直し
・ＤＸ推進を契機に、例えば、個人事業税に係る事業性の判定その
ものを簡素化するなど、制度そのものを見直すことについて
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税務行政のDX推進のあり方
－論点①バックオフィス連携－
税務行政のDX推進のあり方

－論点①バックオフィス連携－
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主税局ビジョン2030－更新版－（論点①バックオフィス連携）

注 東京都主税局「主税局ビジョン2030－更新版－」（2021年７月）より抜粋。

論点①
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デジタル社会の実現に向けた重点計画（抜粋）（令和３年12月閣議決定）

注 デジタル庁「マイナンバー制度及び国と地方のデジタル基盤抜本改善ワーキンググループ（第３回）」（令和４年３月17日）資料より作成。

論点①
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これからの情報活用の考え方：本人を介した官民の情報活用

注 デジタル庁「マイナンバー制度及び国と地方のデジタル基盤抜本改善ワーキンググループ（第４回）」（令和４年５月13日）資料より抜粋。

論点①
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ご議論いただきたい事項（論点①バックオフィス連携）

（ア） 例えば、融資や補助金支給の要件確認に要する納税証明書を不要とする
ために、他の行政機関や金融機関に税情報を提供することについて、どう考
えるか。

（イ） 例えば、自動車登録や不動産登記にマイナンバーを付すことにより、課税
庁の持つ納税者情報との同期が図られ、住所変更の手続き等も簡素化す
ることが期待されるが、どう考えるか。

論点①
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マイナンバー制度における情報連携（H29.7～）のイメージ

注 総務省「マイナンバー制度における情報連携について」（平成28年５月）より抜粋。

論点①（ア）
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マイナンバー制度における情報連携の例

注 内閣官房・総務省「マイナンバー制度による情報連携」（令和２年５月）より抜粋。

論点①（ア）
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・行政等が実施する各種助成・支援事業等
・競争入札参加資格審査
・車検手続き（※)
・金融機関
※平成27年4月から、継続検査等を行う運輸支局等において自動車税種別割の納税確認を電子的に行うことが可能と
なっている。ただし、軽自動車、小型二輪自動車については、令和５年１月から電子化。また、納付後、運輸支局等
で納税確認ができるまで、最大10日程度かかるため、自動車税を納付後すぐに継続検査を受検する場合は、納付書
等の右端にある「自動車税（種別割）納税証明書（継続検査等用）」を提示する必要がある。

納税証明書の概要

注 東京都主税局ホームページ、国土交通省ホームページ等より作成。

納税証明書とは

都税の各税目について、納付（納入）すべき額、納付（納入）した額及び未納額等を証明する書類。
納税義務者の住所(所在地)、氏名(名称)、税目、年度、課税額、納付額、未納額、課税事務所等を
記載している。
【関連法令】
・地方税法第２０条の１０（納税証明書の交付）
・地方税法施行令第６条の２１（納税証明事項）

東京都における納税証明書発行件数（市区町村発行分除く）

令和３年度：２６０,７５５件
令和２年度：３４９,４３２件
平成31年度：２０２,９４３件

納税証明書の主な提出先及び使用する場面

論点①（ア）
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納税証明書の提出が必要なケース（例）

注 公益財団法人 東京都中小企業振興公社ホームページ等より作成。

論点①（ア）

〇感染症対策サポート助成事業
【助成事業の概要】
都内中小事業者等に対し、業界団体が作成した新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドライン等に基づき
行う感染予防対策に係る備品購入費、内装・設備工事費に係る経費の一部を助成
【申請に必要な書類の例（法人）】※一部抜粋

【申請に必要な書類の例（個人）】※一部抜粋

感染症対策サポート助成事業

№ 入手先

課税対象 直近の個人事業税納税証明書 原本 都税事務所

非課税対象 直近の所得税納税証明書（その１） 原本 所管税務署
1期に満た
ない者

直近の所得税納税証明書（その１） 原本 所管税務署

課税対象 直近の住民税納税証明書 原本 市区町村

非課税対象 直近の住民税非課税証明書 原本 市区町村

事
業
税

住
民
税

提出書類

納税
証明書5

№ 入手先
原本 都税事務所

1期に満た
ない法人

代表者の直近の所得税納税証明書（その１） 原本 所管税務署

NPO法人 ー ー
原本 都税事務所

1期に満た
ない法人

原本 市区町村

NPO法人 原本 都税事務所

提出書類

直近の法人都民税納税証明書

代表者の直近の住民税納税証明書
※非課税の者は住民税非課税証明書

直近の法人都民税納税証明書（免除申請し
ている場合を含む）

5
納税
証明書

事
業
税

住
民
税

直近の法人事業税納税証明書

ー
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関連法令①（論点①バックオフィス連携）

〇行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（マイナンバー法）

（特定個人情報の提供の制限） ※該当部分のみ抜粋

第19条 何人も、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、特定個人情報の提供をしてはならない。

八 別表第二の第一欄に掲げる者（法令の規定により同表の第二欄に掲げる事務の全部又は一部を行うこととされている者がある場

合にあっては、その者を含む。以下「情報照会者」という。）が、政令で定めるところにより、同表の第三欄に掲げる者（法令の規

定により同表の第四欄に掲げる特定個人情報の利用又は提供に関する事務の全部又は一部を行うこととされている者がある場合にあ

っては、その者を含む。以下「情報提供者」という。）に対し、同表の第二欄に掲げる事務を処理するために必要な同表の第四欄に

掲げる特定個人情報（情報提供者の保有する特定個人情報ファイルに記録されたものに限る。）の提供を求めた場合において、当該

情報提供者が情報提供ネットワークシステムを使用して当該特定個人情報を提供するとき。

十 国税庁長官が都道府県知事若しくは市町村長に又は都道府県知事若しくは市町村長が国税庁長官若しくは他の都道府県知事若し

くは市町村長に、地方税法第四十六条第四項若しくは第五項、第四十八条第七項、第七十二条の五十八、第三百十七条又は第三百二

十五条の規定その他政令で定める同法又は国税（国税通則法第二条第一号に規定する国税をいう。以下同じ。）に関する法律の規定

により国税又は地方税に関する特定個人情報を提供する場合において、当該特定個人情報の安全を確保するために必要な措置として

政令で定める措置を講じているとき。

十一 地方公共団体の機関が、条例で定めるところにより、当該地方公共団体の他の機関に、その事務を処理するために必要な限度

で特定個人情報を提供するとき。

論点①（ア）
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関連法令②（論点①バックオフィス連携）

〇別表第二 ※一部抜粋

情報照会者 事務 情報提供者 特定個人情報

十六 都道府県知事
又は市町村長

児童福祉法による負担能力の認
定又は費用の徴収に関する事務
であって主務省令で定めるもの

市町村長

児童福祉法による障害児通所支
援に関する情報、地方税関係情
報、住民票関係情報又は障害者
自立支援給付関係情報であって
主務省令で定めるもの

二十七 市町村長

地方税法その他の地方税に関す
る法律及びこれらの法律に基づ
く条例による地方税の賦課徴収
に関する事務であって主務省令
で定めるもの

医療保険者又は後期高齢者医療
広域連合

医療保険給付関係情報であって
主務省令で定めるもの

都道府県知事 障害者関係情報であって主務省
令で定めるもの

都道府県知事等 生活保護関係情報であって主務
省令で定めるもの

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係
情報であって主務省令

厚生労働大臣若しくは日本年金
機構又は共済組合等

年金給付関係情報であって主務
省令で定めるもの

厚生労働大臣 失業等給付関係情報であって主
務省令で定めるもの

内閣総理大臣 公的給付支給等口座登録簿関係
情報であって主務省令

二十八 都道府県知事

地方税法その他の地方税に関す
る法律及びこれらの法律に基づ
く条例による地方税の賦課徴収
に関する事務であって主務省令
で定めるもの

都道府県知事 障害者関係情報であって主務省
令で定めるもの

都道府県知事等 生活保護関係情報であって主務
省令で定めるもの

市町村長 地方税関係情報であって主務省
令で定めるもの

内閣総理大臣 公的給付支給等口座登録簿関係
情報であって主務省令

論点①（ア）
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地方税法における守秘義務の基本的な考え方

注 一般財団法人資産評価システム研究センター「地方税における資産課税のあり方に関する調査研究」（令和４年３月）より抜粋。

論点①（ア）
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税情報の提供についての基本的な考え方

注 一般財団法人資産評価システム研究センター「地方税における資産課税のあり方に関する調査研究」（令和４年３月）より抜粋。

論点①（ア）
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税情報の提供が許容される場合

注 一般財団法人資産評価システム研究センター「地方税における資産課税のあり方に関する調査研究」（令和４年３月）より作成。

第382条

論点①（ア）
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バックヤードでの情報連携を拡大しうる行政事務

注 デジタル庁「マイナンバー制度及び国と地方のデジタル基盤抜本改善ワーキンググループ（第４回）」（令和４年５月13日）資料より作成。

論点①（イ）
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税務行政のDX推進のあり方
－論点②個人事業税の課税方式の見直し－

税務行政のDX推進のあり方
－論点②個人事業税の課税方式の見直し－
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【個人事業税】（令和３年度答申 P.47）

○ コロナ禍で、ビジネスや働き方の多様化が進むことにより、事業税の対象である
「事業性」について、法と実態との乖離が拡大する懸念がある

○ 課税対象事業の限定列挙方式について、早急に、時代に即した見直しが図られる
べき

過去の答申（個人事業税）

国の施策及び予算に対する東京都の提案要求（個人事業税の課税方式の見直し）

〇 課税の公平性を確保するため、個人事業税の課税対象事業を法令に限定列挙
する現行の方式を見直し、事業所得又は不動産所得を有する全ての事業を課税対
象とすること。それが実現されるまでの間、社会経済情勢に即し、早急に新規業種
を課税対象に随時追加すること。

注 東京都政策企画局「令和５年度 国の施策及び予算に対する東京都の提案要求」（令和４年６月）より抜粋。

論点②
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税務行税のＤＸ推進のあり方について（論点②個人事業税の課税方式の見直し）①

論点②
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税務行税のＤＸ推進のあり方について（論点②個人事業税の課税方式の見直し）②

論点②
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個人事業税の課税事務を進めるうえで苦労している点

注 公益財団法人東京税務協会『東京税務レポート2022年夏季号（No.533）』「個人事業税をご紹介します」（令和４年７月）より抜粋。

＜認定基準について＞
①新たな職業や働き方が増えている中で、法定70業種には収まりきらないケースが生じて
いる。
②新業種の認定について、１件１件の精査のために多大な時間を要する。

＜申告内容の収集について＞

③個人事業税の課税に必要な資料の中にはデータ化されていないものもあり、国税との
データ連携後も職員の手作業による転写事務が残っている。

④事業税の課税で必要な資料が所得税で添付省略になっているものがあり、都として必要
情報の収集という観点では、更にひと手間必要となっている。

＜課税時期＞

⑤課税対象者として資料が搬出される数が増えているが、定期の納税通知書発付時期が
８月であり、事務スケジュールが極めてタイトである。

論点②
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個人事業税の法定業種

注 東京都主税局ホームページより作成。

個人事業税は、個人が営む事業のうち、地方税法等で定められた事業（法定事業）に対してかかる税金であり、現在、
法定業種は70の業種がある。

論点②
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個人事業税の課税客体等について

注 自治省府県税課編「事業税逐条解説」（1995年）より作成。

〇個人事業税の課税客体

【第一種業種（おおむね営業に属するもの）】
・原則として、商工業等いわゆる営業に属するもの。なお、「営業」とは継続的集団的に同種の営利行為を行

うことをいう
・営業税当時から課税対象とされていた営業と同一

【第二種業種（おおむね原始産業に属するもの）】
・営業税当時は課税されておらず、事業税が創設された昭和23年度以降課税

【第三種業種（おおむね自由業に属するもの）】

・一定の資格、技能、要件に基づき、利益を得る目的で、自らの創意と責任に置いて、その業務を処理する
事業

・昭和23年度に創設された特別所得税の課税客体とされ、昭和29年度に特別所得税が事業税に統合され
た以後、事業税の第三種事業として課税

〇個人事業税の課税客体の限定列挙理由
「事業」とは、資本を基礎として、利益を得る目的で継続的に行う行為の結合体及び一定の技能、知識に基
づいて利益を得る目的で継続的に行う業務をいう
⇒法人と比較して、個人については、その生活関係が複雑であるうえ、所得の源泉も多種多様であるから、
個人の行う事業といってもその認定に当たって、混乱を生ずるおそれがある等の理由から課税客体となる
事業を具体的に列挙している

論点②
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個人事業税、所得税及び消費税における「個人事業者」について

注１ 自治省府県税課編「事業税逐条解説」（1995年）より抜粋。
注２ 金子 宏著「租税法 [第十九版]」より抜粋。
注３ 国税庁ホームページより抜粋。
注４ 消費税の件数及び所得税の人数は「統計年報（国税庁）」、個人事業税の人数は「地方税に関する参考計数資料（総務省）」による。

論点②

「事業」の定義 納税義務者である「個人事業者」
事業者の規模

（Ｒ２申告（課税）数）

個人事業税

資本を基礎として、利益を得る目的で継続的に行う
行為の結合体及び一定の技能、知識に基づいて利益
を得る目的で継続的に行う業務(注1）

地方税法に定義なし。 1,048,816 人

所　得　税

自己の計算と危険において営利を目的とし対価を得
て継続的に行う経済活動(注2）

所得税法に定義なし。 5,488,276 人
（事業所得＋不動産所得）

消　費　税

同種の行為を反復、継続かつ独立して遂行すること
(注3）

事業を行う個人をいう（消費税法第２条第１項第３
号）。

1,138,647 件

※消費税では課税売上高が1,000万円以下の事業者は納税義務が免除されるため、申告件数が実際の事業者数より少なくなっている
と考えられる。

※所得のうち、「事業所得（事業から生ずる所得。所得税法第２７条第１項）」又は「不動産所得（不動産の貸付けによる所得。所
得税法第２６条第１項）」を有する者を個人事業者であると想定

※第一種事業、第二種事業及び第三種事業を行う個人が納税義務者（地方税法第７２条の２第３項）。
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個人住民税の現年課税化個人住民税の現年課税化
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【個人住民税の現年課税化】（令和３年度答申 P.35）

○ 前年の所得に対して課税する個人住民税は、所得税と異なり課税・納税のタイム
ラグが生じるため、前年に比べて収入が減った場合、納税者にとって負担感が大き
いなどの指摘がある

○ 納税者の負担感の軽減及び適正・公平な税負担の観点から、個人住民税を現年
課税化することが望ましい

○ 課税・徴収についてデジタル化を図り、現年課税化の早期実現に向けた検討を進
めていくべき

過去の答申（個人住民税の現年課税化）
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政府税制調査会・個人所得課税に関する論点整理 等

平成17年 政府税制調査会 基礎問題小委員会
「個人所得課税に関する論点整理」

5．個人住民税 (3) 税務執行面での改善

〇 個人住民税は、納税の事務負担に配慮して、前年の所得を基礎として課税するい
わゆる前年所得課税の仕組みを採っているが、本来、所得課税においては、所得発生
時点と税負担時点をできるだけ近付けることが望ましい。近年の、ＩＴ化の進展、雇用形
態の多様化等、社会経済情勢の変化を踏まえ、納税者等の事務負担に留意しつつ、
現年課税の可能性について検討すべきである。

「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の
一部を改正する等の法律」

第７条第２号ニ（３）

〇 個人住民税の所得割における所得の発生時期と課税年度の関係の在り方につい
ては、番号制度の導入の際に、納税義務者、特別徴収義務者及び地方公共団体の事
務負担を踏まえつつ、検討する。
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個人住民税の概要

注 総務省「令和３年度個人住民税検討会報告書」（令和４年３月）より抜粋。
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個人住民税所得割の計算の仕組み

注 総務省「令和３年度個人住民税検討会報告書」（令和４年３月）より抜粋。
41



個人住民税の課税上の問題

〇 個人の所得課税において、前年の所得に対して課税する個人住民税は、所得の
発生から時間的間隔を置かず課税（以下「現年課税」という。）する所得税と異なり、
課税・納税までのタイムラグが生じている。例えば、不動産売却に係る譲渡所得等、
ある特定の年に大きな所得が発生した場合、翌年、高額な納税負担になる。

〇 賦課期日（１月１日）直前の海外転居や外国人労働者の帰国等、前年所得があり
ながら課税できない場合も多い。

所得

R3.1/1 R3.9/30

（出国）

R4.1/1

（賦課期日）

住所あり 住所なし

個人住民税：賦課期日に住所がないため課税されない

賦課期日前に国外へ転居した場合の課税
（所得を得ていた者が年の途中に出国し、翌年の１月１日に住所を有しない場合）

注 総務省自治税務局市町村税課「平成30年度個人住民税検討会報告書（平成31年３月）より作成。

R4. 1/1 R5. 1/1R4. 9/30
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個人住民税の現年課税化における課題（１）

令和３年度 個人住民税検討会報告書
第２ 個人住民税の現年課税化について

１（２）これまでの個人住民税検討会での議論

① 特別徴収義務者の事務負担
・ 従業員等の給与支払等を行う年の１月１日時点の住所地を把握する必要があり、納
税義務者からの扶養控除等申告書等だけでなく住民票の提出を求めるなど、事実を確
認するための手間も生じるのではないか（年の途中で雇用された者についてどのように
把握するのかなど課題もある。）。
・ 個人住民税の毎月の税額計算及び年末調整の事務が生じる。地方団体によって異
なる税率を採用している場合があるため特別徴収義務者の大きな負担となるのではな
いか。

② 納税義務者の事務負担
・ 現年課税化した場合には、給与所得者のうち、他の所得を有する者や医療費控除
等の適用を受けようとする者等の確定申告を行う者においては、所得税の確定申告書
だけではなく個人住民税の確定申告書も提出することが必要となるため、納税義務者
に大きな負担になるのではないか。
・ 給与等の支払を受ける年の１月１日以降に転居した場合、転居前の住所に対して申
告する必要があるが、正しく申告されるか。

注 総務省「令和３年度個人住民税検討会報告書」（令和４年３月）より抜粋。
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個人住民税の現年課税化における課題（２）

③市町村の事務負担
・ 医療費控除等の適用のための申告が行われた場合、市町村から住民に対して還付
事務が発生するため市町村の事務が繁雑になるのではないか。
・ 所得情報を各種社会保障制度等で利用しており、市町村においては、引き続き各種
課税資料を名寄せして管理する必要があるため、現年課税化された後でも市町村の事
務は削減されないのではないか。

④切替年度の税負担
・ 現年課税への切替時に、２年分の所得に対して課税が発生することとなるが、税負
担をどのように考えるか。
・ 仮に、切替年の課税を行わないこととした場合には、所得の発生時期を調整するこ
とができる譲渡所得（有価証券、不動産等）について、不公平が生じるうえ、駆込みや
反動減が生じ、経済活動に大きな影響を与えることが考えられるのではないか。

注 総務省「令和３年度個人住民税検討会報告書」（令和４年３月）より抜粋。
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第８期分科会（案）

１．検討事項

２．検討イメージ

■税務行政のDX推進による個人所得課税等への影響について
＊個人住民税の現年課税化等の実現に向けた課題への解決策を提示

令和４年12月から開始し、
令和５年度にかけ４回程度実施

① 令和３年
度委託調査結
果の詳細報告

⑤ ヒアリング
結果等を受けて
解決の方向性
を議論

④ ヒアリング
結果の報告

③ ②の課題
を受けて、現場
（区市町村・
企業等）へのヒ
アリング

② ①の調査
結果を受けて、
課題の洗い出し
＊③のヒアリングの
質問事項又は調
査項目につながる
よう整理

諸富副会長
石 井 委 員 ：ＤＸの専門家の立場から助言
鴨 田 委 員 ：税務の実務家の立場から助言

４．時期・回数３．メンバー

令和６年度小委員会で検討
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